様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　２０２１年０８月１６日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 ｷﾘﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(株)
（ふりがな）いぞざき よしのり
                              （法人の場合）代表者の氏名　磯崎 功典     印
住所　〒164-0001　　東京都中野区中野4-10-2　  
中野セントラルパークサウス

法人番号  5010001034768　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①長期経営構想「キリングループ・ビジョン2027」
②KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書]


	公表日
	①2019年02月14日
②2021年06月28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①https://www.kirinholdings.co.jp/news/2019/0214_01.html
長期経営構想「キリングループ・ビジョン2027」

②https://www.kirinholdings.com/jp/investors/files/pdf/kirinreport2021.pdf
KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書] P34

	記載内容抜粋
	1 イノベーションを実現する組織能力の強化。≫「価値創造を加速するICT」

②キリングループは長期経営構想「KV2027」において、「イノベーションを実現する4つの組織能力」の一つとして「価値創造を加速するICT」を掲げています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の最高執行機関である、グループ経営戦略会議にて承認されている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書]


	公表日
	2021年06月28日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.kirinholdings.com/jp/investors/files/pdf/kirinreport2021.pdf
KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書] P34

	記載内容抜粋
	これまでもキリングループでは持続的な成長を実現するための必須事項として、ICT活用を推進してきましたが、現在は、その中核としてDXによる新たな価値創造に挑戦しています。
当社グループでは、DXによる価値創造として、「業務プロセスの変革」「既存事業の価値向上」「新規ビジネスの加速・開発」に取り組んでいます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の最高執行機関である、グループ経営戦略会議にて承認されている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.kirinholdings.com/jp/investors/files/pdf/kirinreport2021.pdf
KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書] P35

	記載内容抜粋
	グループのDXをさらに推し進めるため、2020年4月にキリンホールディングスの経営企画部内に「DX戦略推進室」を設置しました。DX戦略推進室は、経営企画部などの社内の各部門や事業会社と有機的に連携し、グループ全体を俯瞰して取り組みを進めています。さらに、並行して各事業会社・各部門のDX推進担当者が参加するグループ横断の枠組みを設け、情報共有や課題解決を図っています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.kirinholdings.com/jp/investors/files/pdf/kirinreport2021.pdf
KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書] P35

	記載内容抜粋
	基盤の整備としては、グループ全体のDX推進に必要な、デジタル時代に即したICT・データ基盤の整備を強力に進めています。従業員のフルリモート勤務を実現するシステムやネットワークといった業務インフラは、新型コロナウイルス感染症の拡大以前から整備してきましたが、2020年にはマーケティングなどのさらなる強化に向けてDXPを構築しました。また、現在も社内会議のオンライン化、押印の廃止など、業務の効率化を進めるとともに、より柔軟なクラウドベースの基幹システムの導入を進めています。これからも、あらゆる領域でDXの取り組みを加速していくために、グループ全体でICT基盤の構築に取り組んでいきます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①「キリングループ2019年-2021年中期経営計画」
②KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書]

	公表日
	①2019年02月14日
②2021年06月28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①https://www.kirinholdings.co.jp/news/2019/0214_01.html
「キリングループ2019年-2021年中期経営計画」

②https://www.kirinholdings.com/jp/investors/files/pdf/kirinreport2021.pdf
KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書] P34,35

	記載内容抜粋
	①財務目標
●平準化EPS(1株当たり利益）：年平均成長率5％以上
●ROIC：2021年度　10％以上
②-1
これらの取り組みを通じて、次期中期経営計画の最終年度に当たる2024年には、グループの全領域の業務プロセス改革を成し遂げるとともに、各事業会社においてDXによる既存事業の価値向上と新規ビジネス開発を図りたいと考えています。
②-2
国内でICTに関わる人員数を現在の約3倍に増員




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年06月28日

	発信方法
	https://www.kirinholdings.com/jp/investors/files/pdf/kirinreport2021.pdf
KIRIN CSV REPORT 2021 [統合報告書] CEOインタビュー P13,14

	発信内容
	企業の持続的な成長に何より欠かせないのがイノベーションであり、お客様の要望に応えることはできません。そのためには、研究開発の強化はもちろん、お客様の潜在的なニーズやウォンツを掘り起こすマーケティングやDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進が欠かせません。
DXの方向性の1つは既存事業の業務効率化によってコスト削減を図りキャッシュを創出することであり、もう1つは新たな市場を生み出すとりわけ、お客様一人ひとりの健康ニーズへの対応が求められるヘルスサイエンス領域ではDXの活用が不可欠となります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年04月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析
経済産業省が発表している「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	(1)2019年4Q　～　2021年3Q


	実施内容
	(1)セキュリティ監査等
情報セキュリティ報告書(https://www.kirinholdings.com/jp/purpose/files/pdf/security_report.pdf)の通り情報セキュリティ基本方針を定め対策を実施しています。現場の対策状況については情報部門管轄のみならず事業部門管轄の環境についても確認しています。発見事項に対しては是正を指示し、その状況をモニタリングしています。
(2)社内情報処理安全確保支援士(含む情報セキュリティスペシャリスト)：12名(キリンホールディングス、キリンビジネスシステム(情報子会社))



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

